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第 1章 研究背景と研究目的 
 
第 2章 産業内多角化研究の基本的概念と研究の方向性 
 






























化か)が業績に与える影響(Bettis, 1981; Hill and Hitt, and Hoskisson, 1992; Teece, 1982)や、どの
ような場合に集中ではなく選択(言い換えれば、 多角化)が業績を高めることができるのか










目されてこなかった(Li and Greenwood, 2004; Stern and Henderson, 2004)。 
産業内多角化とは、単一産業内で複数の製品ラインあるいは市場ニッチへの多角化と定





の向上といった企業価値の向上に繋げやすいのである(Gupta and Govindarajan, 1986)。 
近年では、産業内多角化は経営戦略の文脈において解き明かすべき重要な問題として捉




























への多角化と比較して不確実性が少ない(Li and Greenwood, 2004)。企業を取り巻く環境は常
に変化しており、企業に探索と変革を迫るため(Cyert and March, 1992)、企業の技術や知識の






りえるのである(Stern and Henderson, 2004)。これに対して、産業内多角化では外部環境の変
化にさらされないため、効果的な技術・知識の移転を進めやすく、無形資産を多重利用する














は正の関係(Nobeoka and Cusumano, 1997)、負の関係(Stern and Henderson, 2004; Kor and 
Leblebici, 2005)、U字型の関係(Zahavi and Lavie, 2013)、S字型の関係(Hashai, 2015)など様々
な結果が混在するものとなっており、産業内多角化と業績の関係性は不明瞭なままであり


































































































and Greenwood, 2004)。 
初期の産業間多角化の研究の多くは産業間多角化と業績に正の関係があるとしていた(例
えば、Grant et al., 1988; Robins and Wiersma, 1995)。これらの研究では、主に産業組織経済学
(IOE)、取引コスト経済学(TCE)、伝統的財務理論(TFT)からこの正の関係性を主張している。
何故なら、より多角化した企業ほど価格設定への影響などマーケットパワーの利点を活か
せる立場を獲得することができるからである(Caves, 1981; Palich et al., 2000)。さらにこれら
の企業は、資本やその他の資源を内部市場に投入することで財務的優位性も得ることがで
きるのである(Berger and Ofek, 1995; Williamson, 1975)。さらに、複数事業を所有することに
よる破産リスクの減少が挙げられる。リスクの低下は企業に大きな債務能力を与えること




し、関連性の低い事業を再編するようになり(Grant, 2002; Johnson, 1996; Markides, 1995)、多
角化研究においても、産業間多角化と業績の負の関係性が主張されてきた(Berger and Ofek, 
1995; Denis, Denis, and Sarin, 1997)。これは、より複雑化した多角化のコストが利益を上回り
負の関係性に結び付いていると主張している。コストが利益を上回ってしまう背景として、
情報の非対称性の結果として、調整のための管理コストの増加(Markides, 1992; Myerson, 
1982)が挙げられる。また、マネージャーと株主の間の利益相反によるエージェンシー費用





らすことを支持している (Bettis, 1981; Rumelt, 1982; Palepu, 1985; Varadarajan, 1986; 
Ramanujam, 1987; Jose, Nichols, and Stevens, 1986; Lubatkin and Rogers, 1989)。一方で、非関連
多角化の方が良い業績をもたらすとしている研究結果も多く存在する(Michel and Shaked, 




い業績に結び付くという逆 U 字型の関係性であることを実証した(Palepu, 1985; Tallman and 
Li, 1996; Wan et al., 2011)。 
産業間多角化の文脈では主に二つの観点からこの逆 U 字型の関係性を説明している。第












雑さや、ドミナント・ロジック(Prahalad and Bettis, 1986)のコンフリクトから生じる非効率性
によって多角化のコストが増加していく。例えば、情報の伝達プロセスを複雑化させること





企業は失敗しやすくなる(Chang and Hong, 2000)。加えて、多角化によって複数のビジネスユ
ニットを所有している場合に、各ビジネスユニットは各々の最適化を目指すため、必ず調整





















例えば、Miller (1973); Scott (1982); Grant et al. (1988); Robins 
and Wiersma (1995); Miller (2006) 
負の関係性 
Wernerfelt and Montgomery (1988); Hoskisson, Hitt, Johnson, 
and Moesel (1993); Berger and Ofek (1995); Markides (1995); 
Johnson (1996); Denis et al (1997); Grant (2002) 
関連多角化＞非関連多角化 
の関係性 
Rumelt (1974); Bettis (1981); Rumelt (1982); Palepu (1985); 
Varadarajan (1986); Jose et al. (1986); Ramanujam (1987); 




Elgers and Clark (1980); Michel and Shaked (1984); 
Rajagopalan and Harrigan (1986); Chatterjee (1986); 
Lahovnick (2011) 
曲線の関係性 
Tallman and Li (1996); Palich et al. (2000); Nachum (2004); Li 









享受することを発見した(Kor and Leblebici, 2005; Tanriverdi and Lee, 2008)。これは、単一産業
の複数の製品ラインやビジネスで、関連・共通している資源の活用は範囲の経済によるシナ
ジーをもたらすとされているためである(Davis and Thomas, 1993)。また、企業が産業内多角
化を実行する最も主要な原動力は、無形資産を利用することで市場の不完全性を克服する
機会を得られるからである(Penrose, 1959; Teece, 1980)。そのため、企業は市場ニッチにそれ
らの企業特殊的な無形資産を活用することで範囲の経済がもたらされて利益を獲得するこ
14 








いる(Zahavi and Lavie, 2013)。しかし、これとは別に Hashai(2015)は範囲の経済に加えて、調
整コストと適応コストを含めた視点から、産業内多角化と業績に S 字型の関係性があるこ
とを実証している。具体的には、産業内多角化の程度が低い場合には新しい多角化分野への








ー間の相互依存は複雑になり、調整コストが加速度的に増すため(Rawley, 2010; Zhou, 2011)、
産業内多角化の程度が高レベルになると業績が低下するとしている。こうした複雑な関係
性の研究以外にも、産業内多角化と業績に正の関係が存在するとしている研究(例えば、
Nobeoka and Cusumano, 1997; Siggelkow, 2003)や負の関係が存在している研究(例えば、Stern 



















国 SIC コードや NAICS の大分類(2 桁コード)を基準に測定しているのに対し、産業内多角
化は小分類(4桁コード)を基準に分類することで区別されている(Tanriverdi and Lee, 2008)。
また、多くの研究では産業内の細かいセグメントやニッチ市場の分類は International Data 
Corporation(IDC)の製品カテゴリーをもとにされている(Cottrell and Nault, 2004; Stern and 








れてこなかった(Siggelkow, 2003; Park and Jang, 2013)。それは産業内多角化と産業間多角化
が同じ資源ベース論をもとに議論されてきたためである。産業内多角化研究、産業間多角化
研究はどちらも何故多角化が業績を高めるのかについて資源ベース論に基づいて説明して
いるものが多い(Schilling and Steensma, 2002)。資源ベース論では企業は価値があり、希少で、
                                                     
3 日本標準産業分類は総務省が公表している。過去に 13回の改訂を経て、現在の最新の分
























し、製品コストを下げるあるいは製品価値を向上させている(Gupta and Govindarajan, 1986)。
しかし、産業内多角化において多角化のレベルが低い場合には範囲の経済の効果は制限さ
れると言われている(Zahavi and Lavie, 2013)。同じ従業員、技術、市場資源で作られたもの
はその機能が重複しやすくなるため、企業が新しい製品を出した場合にその類似性が高い

















文とした。それらは、With-in-industry (diversification), Intra-industry (diversification), product 



































































































































































































IT 産業の 2005 年
の収益 top100企業































イ ス 産 業 1976-
2004年の 274企業














































































※AMBPP: Academy of Management Best Paper Proceedings, ICC: Industrial and Corporate Change, 
IJHM: International Journal of Hospitality Management, JBEM: Journal of Business Economics and 
Management, JIE: The Journal of Industrial Economics, JMIS: Journal of Management Information 



























に個別市場の平均利益は低下することに繋がるのである(Montgomery and Wernerfelt, 1988)。 
これらの研究とは逆に、いくつかの研究は産業内多角化と業績に負の関係性があること
を実証している。 





















































出所：Tanriverdi and Lee (2008)より引用 
 




















Barroso and Giarratana (2013)は、スペインの自動車産業を対象に、産業内多角化と業績の
間に U 字型の関係性があることを実証した。企業は経験のない市場へ産業内多角化を実行





































業では産業内多角化と業績に逆 U 字型の関係性が生じるとした。 
Park and Jang(2013)は、既存の産業内多角化が多角化による期間を考慮していないことを
                                                     























(Dierickx and Cool, 1989)。そのため、競合から模倣されにくい独自の地位を築くことができ
業績を向上させる。しかしながら、尖度が高い技術は同時にコア・リジディティをもたらし











































Hutzschenreuter and Guenther (2008)は、企業の産業内多角化の早さと業績には逆 U字型の
関係性が存在し、産業内多角化の程度がその関係性を強めることを実証した。企業は多角化
する際に、既存のビジネスと新規のビジネスに必要な知識・資産などを共有することで範囲
の経済や規模の経済の恩恵を享受することができる(Hill et al., 1992; Nayyar, 1992)。しかし多
角化は恩恵だけでなく、同時に複雑性というコストも生じさせる。企業は多角化を行った場
合に、この複雑性を解消するために新しい知識の評価、吸収し、市場に適応していくために
時間を必要とする(Cohen and Levinthal, 1990)。そのため、もし多角化のスピードが早すぎる
30 












































である。しかし、Park and Jang (2013)は各産業にはそれぞれ特徴があり、そうした産業特性
は企業戦略の意思決定や結果に強い影響を与える可能性が高いと主張している。例えば、






ないものであると主張している(Kim and Kogut, 1996)。 



















えるモデレート要因についても分析を行っている。例えば、人的資源(Kor and Leblebici, 2005)、
















ノベーションに与える影響(Chesbrough, 2003; Stuart, 2000)や、企業のパフォーマンスに与え
る影響(Li, 2011; Tsai and Wang, 2007)についての研究はなされている。あるいは、アライアン
ス研究の視点から、2社間での資源の共有による取引コストの低下(Ring and Van de Ven, 1994)
33 












重要性を実証している(Hansen, Perry, and Reese, 2004; Mahoney and Pandian, 1992; Sirmon, 



















































































































































                                                     
7 「情報サービス産業白書 2016」p.139より。さらに 4~5年後の予想に関しても、80.8%の
企業が求められる技術の内容が先端的になっていると感じている。 
8 各試験の詳細は付録 1を参照。 






























                                                     





























































                                                     





コンシューマゲームとは、Play Station4 やWii U などに代表される据置型ゲーム機と






プラットフォーム ハード分類 主要ハード(ハード会社) ゲームの分類 総称 
コンシューマ 
据置型 
・PlayStation3 /  PlayStation4 
(ソニー・コンピュータ・エン
タテインメント) 
・Wii U / Nintendo Switch 
(任天堂) 











































































































































































                                                     
17 1980 年代からダウンロード販売自体は存在していたが、追加的な機器の購入の必要性
や、容量の問題、ネットワーク整備の普及率の低さなどから一般的とは言い難かった。そ

















































2012 ・Wii U(任天堂) 




































発売された『真・三國無双 4』の販売本数が約 100 万本であったのに対し、その続編であ


















































ことで、より価値を高めることができるとされている(Harrison, Hitt, Hoskisson, and Ireland, 
2001)。そのため、企業は外部デベロッパーの利用に必要な価格を支払っても、それ以上の




















るとしている(Capron, 1999; Helfat and Eisenhardt, 2004)。特に、類似性の高い製品・分野へ
の多角化である産業内多角化では、製品間での資源の配分の機会はより多くなるため
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Henderson, 2004; Tanriverdi and Lee, 2008)。しかしながら、企業の核となるビジネスと類似性
の高い分野への多角化は企業の業績にとって決して無視できないものである。いくつかの
産業内多角化と業績に関する実証研究が行われているが、それらの研究結果は混在してお
り明確な結論は出ていない(Li and Greenwood, 2004; Tanriverdi and Lee, 2008, Zahavi and Lavie, 
2013)。先行研究では産業内多角化と業績の関係性について、正の関係(Li and Greenwood, 






イテク産業での調査が大半である(例えば、Li and Greenwood, 2004; Stern and Henderson, 2004; 
Tanriverdi and Lee, 2008; Zahavi and Lavie, 2013; Hashai, 2015)。ハイテク産業では技術の存在
が非常に重要であり(Tanriverdi and Lee, 2008)、多角化の程度が低い場合にはマネージャーが
60 
製品間の技術的な違いを認識できずに範囲の経済の効果が制限されるなど、産業内多角化






本研究は日本の情報サービス産業における 8 年間の企業－年度の 4,764 観測値の分析結






有あるいは同一産業内のニッチ市場への多角化と定義される(Li and Greenwood, 2004; 
Tanriverdi and Lee, 2008)。産業内多角化と業績の関係についての実証研究はいくつも行われ
ているが、それらの研究結果は混在しており明確な結論は出ていない(Tanriverdi and Lee, 
2008; Zahavi and Lavie, 2013)。例えば、Nobeoka and Cusumano (1997)は産業内多角化と売上
高成長率に正の相関関係が存在することを実証した。Li and Greenwood (2004)は、市場ニッ
チへの産業内多角化と企業の ROAには相関関係が特に存在しないことを実証している。一
方で、Stern and Henderson (2004)では、主要な製品ラインの拡大は企業の生存と負の関係性







た(Farjoun,1998; Nayyar and Kazanjian, 1993)。範囲の経済は、企業に資源の活用とシナジーを
可能にし、製品コストを下げるか、あるいは製品価値を向上させている (Gupta and 
61 
Govindarajan, 1986)。しかし、Zahavi and Lavie(2013)は産業内多角化の程度が低い場合には範
囲の経済の効果は制限されると主張した。同じ従業員、技術、市場資源で作られたものはそ
の機能が重複しやすくなるため、企業が新しい製品を出した場合にその類似性が高いと、補
完的な関係にならず共食いを生じさせることになるからである(Cottrell and Nault, 2004; 
Nault and Vandenbosch, 1996)。また産業内多角化の程度が低い場合、企業は産業内多角化の
利点を新しい製品カテゴリーへの効果的な移転を支援するためのルーティンや知識ベース




















増加する(Rawley, 2010; Zhou, 2011)。そのため、産業内多角化の程度が高レベルになると業
績が低下するとしている。 
このように産業内多角化の先行研究では異なる実証結果が示されているが、その結果は
一意ではない状態である(例えば、Li and Greenwood, 2004; Stern and Henderson, 2004; Tanriverdi 
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る(Reed and DeFillippi, 1990)ため、企業の競争優位につながるのである。 
                                                     
23 経済産業省(2012)「情報サービス産業の現状」http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/j




























し、産業内多角化と業績に負の関係性が生じるとしている(Zahavi and Lavie, 2013)。 
                                                     










とも多いため範囲の経済を発揮することがしやすく(Capron and Hulland, 1999; Chatterjee and 
Wernerfelt, 1991)、コアビジネスを持つ安定性や信頼性から新たな人材の獲得などのコスト
















                                                     
25 「スケジュールが遅れがち」と回答した企業は 27.4%とプロジェクトマネジメントに関す
る内容で最も多く部門間の連携が行われていないと回答した企業は 15.6%に上り、組織・人















































で重要な制度となっている。データは 1998 年から 2005 年までの計 8 年間で情報サービス
産業に所属した全企業のデータを用いた。 
情報サービス産業を分析対象に選択した理由は以下の三点による。第一に、情報サービス







台帳(1999-2006 年)のデータを用い、期間内に 4,248 企業の 13,400 の観測値が得られた。さ
らにそこから、観測期間が一年のみの企業と情報サービス産業分野における売上高比率が
67 













えば、Palich et al., 2000; Zahavi and Lavie, 2013)。しかし情報サービス企業は、利益に結びつ
くのがソフトウェア産業のようにライフサイクルの比較的遅い段階であることが多い(言い








売上高比率を SICコードを基準に測定して利用している(Palepu, 1985; Farjoun, 1998; Geringer, 




                                                     
26 サービス産業での活動が主体の企業のみで分析を行うため。 
68 
の情報処理の計 8 つの事業分野が存在する27。t 年度に売上構成比率が 0 であった同事業分
野のうち、t+1年度に売上構成比率が 0より大きくなった同事業分野が一つ以上存在した場
合、その企業は t+1年度に産業内多角化をしたと判断した28。 
 また、産業内多角化の程度はハーフィンダル指数を用いて測定した(Montgomery, 1982; 
Zahavi and Lavie, 2013)。産業内多角化は、𝐷𝑖𝑣𝑒𝑟𝑠𝑖𝑡𝑦𝑥𝑖𝑡 = 1 − ∑ 𝑥𝑖𝑗𝑡
2
𝑗 によって算出し、xijtは企





存在している。情報処理技術者試験には複数種類存在する(2000 年度までは 13 区分、2001
年度より 14区分に変更)。2000年以前と 2001年以降の資格で内容が共通あるいは類似する
ものを共通の変数にまとめ30、資格の多様性は、Qualification𝑦𝑖𝑡 = 1 −∑𝑦𝑖𝑡
2によって算出し
た。yitは企業 iの t年度の情報処理技術者試験の有資格者数の構成比率を表している。 
 
コントロール変数 












29 本来ソフトウェア業(小分類 391)と情報処理・提供サービス業(小分類 392)は異なる小分
類であるが、本研究の分析では両者を合わせて分析を行った。詳細は補遺 1で説明する。 













HHI で示していることから、この値が 1 に近いほど、より幅広く事業を展開していること





変数 平均値 標準偏差 1 2 3 
1.売上高成長率 0.075 0.545    
2.産業内多角化 .439 .311 .027*   
3.資格の多様性 .348 .204 .016 .010  













の関係性が存在することが判明した。したがって、モデル 3から仮説 1は支持された。 









 Model1 Model2 Model3 Model4 
企業年数 -0.034 -0.003 -0.004 -0.004 
 (0.021) (0.024) (0.023) (0.027) 
産業内多角化  1.56 7.211** 5.200** 
  (1.23) (3.467) (2.169) 
産業内多角化 2   -9.786*** -7.678** 
   (3.618) (2.164) 
資格の多様性    -4.335*** 
    (1.068) 
産業内多角化×資格の多様性    16.265*** 
    (4.636) 
産業内多角化 2×資格の多様性    -10.565** 
    (4.775) 
年度ダミー Included Included Included Included 
N firm-years 4764 4764 4764 4764 
N firms 1756 1756 1756 1756 
Wald-test 7.46 9.06 16.39* 22.87*** 














































は出ていなかった。本研究の分析結果は Zahavi and Lavie(2013)や Hashai(2015)の研究をさら
に発展させ、産業内多角化研究に以下の四点の理論的・実務的貢献を果たした。 
第一に、既存研究と異なる文脈における産業内多角化と業績の関係性を明らかにした。過






































































1990年代後半、任天堂の NINTENDO64 とソニーの PlayStation は次世代ゲーム機のプラ
ットフォームの覇権をめぐり熾烈な争いを繰り広げていたが、日本のロールプレイングゲ
ームにおける 2大タイトルである『ファイナルファンタジー』と『ドラゴンクエスト』の








ォームである PlayStation4 と任天堂の携帯型プラットフォームである Nintendo 3DS で同時
に発売された。2つの異なるプラットフォームで同時に発売することで、いずれかのプラ
ットフォームしか持っていない消費者でも遊ぶことを可能としている。31また全世界で累
                                                     
31 場合によっては同一企業の複数プラットフォームで製品を提供する場合も存在する。例
えば、任天堂が 2017年 3月に発売した『ゼルダの伝説 ブレスオブザワイルド』は任天










こなかった(Zahavi and Lavie, 2013)。 
産業内多角化とは、単一産業内で二つ以上の製品ラインを所有あるいは同一産業内のニ





コストの削減と製品価値の向上に結びつけることができるのである(Gupta and Govindarajan, 
1986)。 
このように産業内多角化は企業の成長に欠かせない戦略ではあるが、一方で産業内多角
化と業績に関する実証研究では一意の結果を見いだせていない (Hashai, 2015; Kor and 
Leblebici, 2005; Tanriverdi and Lee, 2008, Zahavi and Lavie, 2013)。これらの異なる実証結果は
産業内多角化研究においてまだ発見されていない要因の存在をほのめかしている。実際に
産業内多角化と業績に影響を与えるモデレータ要因に注目した研究もいくつか存在してい
る。例えば、人的資源(Kor and Leblebici, 2005)、蓄積された知識(Tanriverdi and Venkatraman, 
2005)、多角化経験(Sohl, 2011)、技術資源(Zahavi and Lavie, 2013)などである。これらの既存
研究では、企業内部の資源・能力の活用が産業内多角化と業績の関係性に正の影響を与える
                                                     
ムの発売と同時に販売されるゲームソフト)として発売されたが、任天堂の一世代前のプラ
ットフォームであるWii U でも同時に発売された。Wii U でも同時に発売することで、Wii 
U は持っているが Nintendo Switch を購入する意思がない層や売り切れで購入できなかった
層にも販売の機会を拡大することを可能とすることで、販売機会の喪失を防いでいるので
ある。 























リスクを抱えることとなる(Hagiu and Yoffe, 2009)。そのため、企業は常に複数のプラットフ













とに異なり、一意の結果を見いだせていないのが現状である(Hashai, 2015; Kor and Leblebici, 










ことを実証している(Stern and Henderson, 2004)。製品ラインの拡大による資源の共有はコス
トを低下させるが、同時に仕事の相互依存性を高めるため、外部環境の変化の対応により多










には S 字型の関係性が存在することを実証した。 
このように産業内多角化研究は様々な結果が混在しているが、先行研究ではソフトウェ
ア製品を対象としたものが中心となっている(例えば、Cottrell and Nault, 2004; Hashai; 2015; 
79 
Zahavi and Lavie, 2013)。何故ならソフトウェア製品では知識や技術移転が容易であるため、

































にあることが実証されている(Campbell-Hunt, 2000; Thornhill and White, 2007)。何故なら、マ
ルチ・プラットフォーム戦略は競争相手からの攻撃に脆い上、競合相手にとっては競争や模






(Cennamo and Santalo, 2013)。これは、複数のプラットフォームにまたがることは組織の複雑
性を増し、企業内での混乱や目標設定や曖昧さを招くからである(Porter, 1985; Thornhill and 
White, 2007)。また別の研究では PC 産業のソフトウェア製品を対象に、企業は特定のプラッ















位を持っている場合にアウトソーシングを選択するとされており(Jacobides and Hitt, 2005)、
アウトソーシングを行うことで製品価値の向上や市場への速やかな参入を可能にしている
81 




技術開発時のリスクや不確実性を低下させる(Veugelers and Cassiman, 1999)。さらに製品や技
術開発において企業同士の特異な資源・知識を共有することで、企業間のシナジー効果を誘






















































い、期間内に 282企業の 1,393 の観測値が得られた。そこから、一年間の販売ゲームタイト
















and Lee, 2008, Zahavi and Lavie, 2013)、本研究では全企業の売上高のデータを入手すること
ができなかったため、ランキングに記載されたタイトルの平均販売本数を従属変数として
用いた。またコンシューマゲーム産業では、販売本数からゲームタイトルの成否が判断され
ることも多く、一般的に 3~5 万本が損益分岐点であり、10 万本を超えればヒット商品とみ
なされる。そのため、コンシューマゲーム産業のパフォーマンスを測る指標としても適切で
あると判断した。 
                                                     













1982; Zahavi and Lavie, 2013)。産業内多角化は、𝐷𝑖𝑣𝑒𝑟𝑠𝑖𝑡𝑦𝐻𝑖𝑡 = 1 − ∑ 𝑀𝑖𝑗𝑡
2
𝑗 によって算出し、


















                                                     
35 pp.51-52 の表 3-2 に記載されている全 25 プラットフォームのうち、観測期間内に発売
されていないNintendo Switch を除いた残りのプラットフォームを用いた。 
85 
総タイトル数はパブリッシャーi が t 年度に販売したゲームソフトのタイトル数であり、企
業規模を表している。大企業ほどより広範な製品ラインを所持することができるため




ルした(Vaan, Vedres and Stark, 2015)。ベストプライス36とは過去に発売されたゲームソフト
の廉価版である。ベストプライスのゲームソフトは過去のゲームソフトの移植であるため
開発に求められる時間や能力、費用などは新しいゲームソフトと比較して圧倒的に少ない。


























 Mean S.D. 1 2 3 4 5 
1.平均販売本数(万本) 6.74 10.26      
2.産業内多角化度 .385 .281 -.017     
3.アウトソーシング割合 .565 .375 -.035 -.004    
4.総タイトル数 11.93 18.15 .001 .443** -.026   
5.ジャンル数 3.34 2.53 .081* .472** .069* .420**  
6.ベストプライス数 1.62 4.50 -.025 .394** -.076* .762** .283** 
N=829, 有意水準: *p<.05, **p<.01 
 
4.2. 分析結果 
次に、表 5-2 は t+1 年度の平均販売本数を従属変数とする分析結果を表している。表 5-2
の分析結果から全ての仮説が支持された。モデル 1 はコントロール変数のみの影響を表し
ている。モデル 2 はモデル 1 に産業内多角化の一乗項を加えたモデルである。モデル 2 の




















負の効果がなくなっていることを示している。モデル 4 とモデル 5 の分析結果を図示した







 モデル 1 モデル 2 モデル 3 モデル 4 モデル 5 
産業内多角化  -.193* -.570** -.531** .110 
  (.109) (.175) (.165) (.161) 
アウトソーシング割合   -.228 .216 .412 
   (.137) (.205) (.332) 
産業内多角化× 
アウトソーシング割合 
  .671** 
(.243) 
  
総タイトル数 -.023 -.018 -.021 .003 .010 
 (.052) (.052) (.052) (.084) (.074) 
ジャンル数 .004 .018 .014 .022 .026 
 (.034) (.035) (.035) (.052) (.056) 
ベストプライス -.049 -.048 -.050 -.033 -.010 
 (.032) (.032) (.032) (.042) (.064) 
年度ダミー Included Included Included Included Included 
N 企業－年度数 756 756 756 382 374 
N 企業数 132 132 132 76 93 
調整済み R2 .437 .440 .447 .566 .311 


































































内多角化戦略に関する研究は近年まであまり行われてこなかった(Stern and Henderson, 2004; 
Tanriverdi and Lee, 2008)。産業内多角化とは、単一産業内で二つ以上の製品ラインを所有あ









化と業績に関する実証研究は、異なる結果を示している(Hashai, 2015; Kor and Leblebici, 2005; 




性について説明を行っている(例えば、Han et al., 2013; Zahavi and Lavie, 2013)。企業は不可
分な無形資産(Penrose, 1959)を複数の市場で活用することができる(Kor and Leblebici, 2005)。
そのため、既存の市場での特異な技術・資源や経験の活用、顧客ベースや設備の共有といっ
た範囲の経済を発揮することで、業績を高めることができるのである(Tanriverdi and Lee, 
2008)。 
実際にいくつかの産業内多角化研究では、企業の無形資産が産業内多角化と業績に与え
る影響について分析を行っている。具体的には、蓄積された知識(Tanriverdi and Venkatraman, 















にコントロールするための組織能力の重要性も主張している(Mackey, Barney, and Dotson, 






























                                                     




40 YouTubeにおける公式トレーラーは 380万回以上再生されているが、高評価約 2万に対

















Helfat and Eisenhardt, 2004)。特に、類似性の高い製品・分野への多角化である産業内多角化





















究ごとに異なり、一意の結果を見いだせていないのが現状である(Hashai, 2015; Kor and 










ことを実証している(Stern and Henderson, 2004)。製品ラインの拡大による資源の共有はコス
トを低下させるが、同時に仕事の相互依存性を高めるため、外部環境の変化の対応により多















ク産業を対象としたものが中心となっている（例えば、Tanriverdi and Lee, 2008; Hashai; 2015; 
























(Cennamo and Santalo, 2013)。これは、マルチ・プラットフォーム企業は、複数の事業を行う
ことで組織の複雑性が増加し、企業内でのコンフリクトや目標設定の曖昧さが生じるため
97 



















囲の経済の効果が加速度的に増加し(Jones and Hills, 1988)、資源の共有と配分の機会を増加





















とを可能とする(Ahuja, 2000; Eisenhardt and Schoonhoven, 1996)。もし、パートナー企業と自
社の資源の関連性が高い場合、類似の生産設備や開発資源だけでなく、顧客や市場資源にお
いてもパートナー企業と共有するようになる(Wang and Zajac, 2007)。このように関連性の高




できるとされている(Harrison et al, 2001)。そのため、企業は外部資源の利用に必要な価格を























であると言われている(Hansen et al., 2004; Kor and Mahoney, 2005; Sirmon et al., 2008)。 
資源ベース論における研究では、戦略的資源と組織能力が競争優位と高業績を獲得する
ために必要不可欠であるとしている(Barney, 1991, 2007; Mahoney and Pandian, 1992; Newbert, 
2008; Wernerfelt, 2013)。資源は企業の利益の源泉であり、能力は人々と資源を結びつける複
雑なパターンであるとしている(Grant, 1991)。多角化戦略による価値創造は特異な資源とそ




出したりすることを可能とするのである(Dyer and Singh, 1998; Eisenhardt and Schoonhoven, 
1996)。資源と能力の効率的な配分を行うことで、企業は資源を効果的にサービスに変換す












いる(Capron, 1999; Helfat and Eisenhardt, 2004)。特に、類似性の高い製品・分野への多角化で










特有の暗黙知的な特徴が存在する場合が多い (Kogut and Zander 1992, McEvily and 
Chakravarthy 2002)。こうした暗黙知は個人あるいはグループの経験や活動を通じて、内部に
醸成される知識であり(Polanyi, 1966)、外部からは模倣しにくく、また形式知化しようとし
ても簡単にできるものではない(Cook and Brown, 1999; Nonaka, Takeuchi, and Umemoto, 1996)。
そのため、暗黙知は一般的な知識と異なり、利用しても枯渇するどころか、むしろその能力
を拡大することができるのである(Kraaijenbrink, Spender, and Groen, 2010; Peteraf 1993; Winter 
and Szulanski 2001)。知識創造に関する研究では、暗黙知と形式知は個々に存在するのでは
なく、相互依存の関係にあり、相互作用を働かせることで、新しい知識を生み出すとされて
































































































Lee, 2008, Zahavi and Lavie, 2013)、本研究では全企業の売上高のデータを入手することがで
きなかったため、ランキングに記載されたタイトルの平均販売本数を従属変数として用い
た。またコンシューマゲーム産業では、販売本数からゲームタイトルの成否が判断されるこ












1982; Zahavi and Lavie, 2013)。産業内多角化は、𝐷𝑖𝑣𝑒𝑟𝑠𝑖𝑡𝑦𝐻𝑖𝑡 = 1 − ∑ 𝑀𝑖𝑗𝑡
2
𝑗 によって算出し、







                                                     









































ャンル数をコントロールした(Vaan, Vedres and Stark, 2015)。ベストプライスとは過去に発売
されたゲームソフトの廉価版である。ベストプライスのゲームソフトは過去のゲームソフ
トの移植であるため開発に求められる時間や能力、費用などは新しいゲームソフトと比較

































 平均 分散 Min Max 1 2 3 4 5 6 7 8 9 
1.平均販売本数 67496 102622 1433.5 1395026          
2.Pf多角化度 .385 .281 0 .838 -.017         
3.内部キャラクター 6.096 21.898 0 171 .147* .213*        
4.外部キャラクター 10.906 47.402 0 648 -.026 .231* .370*       
5.ディレクターの内部 
キャラクター利用経験 
1.056 2.189 0 20 -.062 .327* .285* .603*      
6.ディレクターの外部
キャラクター利用経験 
.231 1.097 0 12 -.006 .119* .037 .051 .225* .240*    
7.マルチ累積値 8.119 22.700 0 177 -.094* .379* .418* .584* .670* .088*    
8.ジャンル多角化度 .406 .296 0 .880 .081 .472* .224* .248* .273* .184* .263*   
9.ベストプライス 1.625 4.501 0 38 -.025 .394* .355* .414* .605* .198* .648* .283*  
10.総タイトル数 11.926 18.147 2 149 .008 .443* .393* .739* .766* .240* .709* .420* .762* 
N=682, 有意水準 *p<.01 
 
4.2. 分析結果 

















































































































































































年度ダミー Included Included Included Included Included Included Included 
N 682 682 682 518 164 631 51 
調整済み R2 .201 .296 .481 .501 .686 .487 .672 

























































                                                     
46 例えばセガの看板キャラクターである「ソニック」の最初の作品である『ソニック・
ザ・ヘッジホッグ』(1991年発売)は日本国内 27万本に対して、海外では 1,500 万本を売り
上げたとされている。さらに近年の作品では、マイクロソフトの人気 FPS(ファースト・パ




































いて、産業内多角化と業績には一意な結果が見られないことを説明した(Li and Greenwood, 
2004; Tanriverdi and Lee, 2008; Zahavi and Lavie, 2013)。既存の産業内多角化研究では主にハ
イテク産業を対象に産業内多角化と業績に影響を与える要因について分析を行ってきたが、




ある。しかし、Park and Jang (2013)は各産業にはそれぞれ特徴があり、そうした産業特性は
企業戦略の意思決定や結果に強い影響を与える可能性が高いと主張している。例えば、
Zahavi and Lavie (2013)は、ハイテク産業では技術資源が産業内多角化と業績の関係性に重要























唆された。過去のハイテク産業に関する先行研究は U 字型や S 字型の関係性を実証したが




































いても分析を行っている。例えば、人的資源(Kor and Leblebici, 2005)、蓄積された知識











































セスのフィットが重要であるとの指摘もされている(Nadler and Tushman, 1980; Porter, 
1996)。価値のある希少な資源と組織能力を組み合わせることで、企業に競争優位をもたら
すとともに、企業戦略の効果を向上させ、他社が模倣困難な独自の戦略を打ち出すことが




の方が、重要となる場合も存在する(Alchian and Demsetz, 1972)。このように、資源と組織
能力を適切に組み合わせることで、企業は資源を効果的に製品・サービスに変換すること













で適切に配分し直すことが重要となる(Capron, 1999; Helfat and Eisenhardt, 2004)。特に、類
似性の高い製品・市場分野への多角化である産業内多角化では、製品間での資源配分を活






















果的な活用に繋がるのである(Nonaka, 1994; Nonaka, Umemoto, and Senoo, 1996)。また、自
社の苦手とするような分野に関して、自社と異なる外部資源を補完的に組み合わせること
で、より製品の価値を高めることができるのである(Granovetter, 1985; Harrison et al., 
2001)。また、他社とのやり取りを重ねることで、外部資源の活用にかかる取引コスト・調
























や不確実性を低下させることを可能とする(Veugelers and Cassiman, 1999)。さらに、製品や技
術開発において、企業同士の特異な資源・知識を共有することで、企業間のシナジー効果を







(Veugelers and Cassiman, 1999)。 
第二に、資源ベース論における組織の資源と能力の適切な組み合わせの重要性に示唆を
与えた。既存の資源ベース論の研究において、戦略的資源と組織能力が競争優位と高業績を
獲得に重要であることが主張されており(Barney, 1991, 2007; Mahoney and Pandian, 1992; 
Newbert, 2008; Wernerfelt, 2013)、資源と能力の組み合わせの重要性について多くの研究がな
122 
されてきた(Mackey et al., 2017)。しかし、既存研究では、組織内の資源と能力あるいは外部
企業の資源と能力の組み合わせが企業のパフォーマンスに与えるそれぞれ単独の影響のみ











































1 - {(6/10)2+(1/10)2+(1/10)2+(1/10)2+(1/10)2} = 0.6 
となるのに対し、後者は、 





















っている場合にアウトソーシングを選択する方が良いのである(Jacobides and Hitt, 2005)。も
しくは、自社の優位な分野と他社の優位な分野を組み合わせることで、補完的な関係を築け












































































































の実行にも何らかの影響を及ぼすとされており(Amihud and Lev, 1981)、産業内多角化におい




                                                     


























産業内多角化と業績に間には明確な関係性が見出されておらず(Zahavi and Lavie, 2013;  
Hashai, 2015)、むしろ短期的には産業内多角化は業績を低下させる傾向にあることが実証さ
れている(Park and Jang, 2013)。また、産業内多角化は同一の産業内での多角化であるため産
業間関連多角化と比べてアンシステマチックリスク49の低下にほとんど貢献せず、経営者の







少ないことが実証されている(Berger and Ofek, 1995)。さらに産業内多角化は短期的な視点で
見た場合には企業価値を減少させるが、長期的な視点で見た場合には、むしろ企業価値を高
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本研究で扱ったコンシューマゲーム産業のサンプルサイズは 1999 年のみ上位 200 位、
2000年から 2008年までは上位 500位、2009年以降は上位 1000件のゲームソフトランキン
グのデータを用いており、必ずしも観測期間内に発売されたすべてのゲームソフトを網羅
しているわけではない。ただ、図 1にあるように、コンシューマゲーム産業では、上位 500
タイトルまででほぼ当該年度の販売本数全体を占めている。また図 2 のように上位 500 タ
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高度 IT人材となるために必要な応用的知識・技能をもち、高度 IT人材としての方向性を確立した者 
役割と業務 
基本戦略立案又は ITソリューション・製品・サービスを実現する業務に従事し、独力で次のいずれかの役割を果たす。 
1. 需要者(企業経営、社会システム)が直面する課題に対して、情報技術を活用した戦略を立案する。 
2. システムの設計・開発を行い、又は汎用製品の最適組合せ(インテグレーション)によって、信頼性・生産性の高いシステム
を構築する。また、その安定的な運用サービスを実現する。 
期待する技術水準 
1. 情報技術を活用した戦略立案に関し、担当業務に応じて次の知識・技能が要求される。 
① 経営戦略・情報戦略の策定に際して、経営者の方針を理解し、経営を取り巻く外部環境を正確に捉え、動向や事例を
収集できる。 
② 経営戦略・情報戦略の評価に際して、定められたモニタリング指標に基づき、差異分析などを行える。 
③ 提案活動に際して、提案討議に参加し、提案書の一部を作成できる。 
2. システムの設計・開発・運用に関し、担当業務に応じて次の知識・技能が要求される。 
① アーキテクチャの設計において、システムに対する要求を整理し適用できる技術の調査が行える。 
② 運用管理チーム、オペレーションチーム、サービスデスクチームなどのメンバとして、担当分野におけるサービス提
供と安定稼働の確保が行える。 
③ プロジェクトメンバとして、プロジェクトマネージャ(リーダ)の下でスコープ、予算、工程、品質などの管理ができ
る。R 
④ 情報システム、ネットワーク、データベース、組込みシステムなどの設計・開発・運用・保守において、上位者の方
針を理解し、自ら技術的問題を解決できる。 
基本情報技術者試験(FE) 
対象者像 
高度 IT人材となるために必要な基本的知識・技能をもち、実践的な活用能力を身に付けた者 
役割と業務 
基本戦略立案又は IT ソリューション・製品・サービスを実現する業務に従事し、上位者の指導の下に、次のいずれかの役割を
果たす。 
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1. 需要者(企業経営、社会システム)が直面する課題に対して、情報技術を活用した戦略立案に参加する。 
2. システムの設計・開発を行い、又は汎用製品の最適組合せ(インテグレーション)によって、信頼性・生産性の高いシステム
を構築する。また、その安定的な運用サービスの実現に貢献する。 
期待する技術水準 
1. 情報技術を活用した戦略立案に関し、担当業務に応じて次の知識・技能が要求される。 
① 対象とする業種・業務に関する基本的な事項を理解し、担当業務に活用できる。 
② 上位者の指導の下に、情報戦略に関する予測・分析・評価ができる。 
③ 上位者の指導の下に、提案活動に参加できる。 
2. システムの設計・開発・運用に関し、担当業務に応じて次の知識・技能が要求される。 
① 情報技術全般に関する基本的な事項を理解し、担当業務に活用できる。 
② 上位者の指導の下に、システムの設計・開発・運用ができる。 
③ 上位者の指導の下に、ソフトウェアを設計できる。 
④ 上位者の方針を理解し、自らソフトウェアを開発できる。 
情報セキュリティマネジメント試験(SG) 
対象者像 
情報システムの利用部門にあって、情報セキュリティリーダとして、部門の業務遂行に必要な情報セキュリティ対策や組織が定
めた情報セキュリティ諸規程(情報セキュリティポリシを含む組織内諸規程)の目的・内容を適切に理解し、情報及び情報システ
ムを安全に活用するために、情報セキュリティが確保された状況を実現し、維持・改善する者 
役割と業務 
情報システムの利用部門において情報セキュリティが確保された状況を実現し、維持・改善するために、次の業務と役割を果た
す。 
1. 部門における情報資産の情報セキュリティを維持するために必要な業務を遂行する。 
2. 部門の情報資産を特定し、情報セキュリティリスクアセスメントを行い、リスク対応策をまとめる。 
3. 部門の情報資産に関する情報セキュリティ対策及び情報セキュリティ継続の要求事項を明確にする。 
4. 情報システムの調達に際して、利用部門として必要となる情報セキュリティ要求事項を明確にする。また、業務の外部委
託に際して、情報セキュリティ対策の要求事項を契約で明確化し、その実施状況を確認する。 
5. 部門における情報セキュリティを確実に運用する。 
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6. 部門のメンバの情報セキュリティ意識、コンプライアンスを向上させ、内部不正などの情報セキュリティインシデントの
発生を未然に防止する。 
7. 情報セキュリティインシデントの発生又はそのおそれがあるときに、情報セキュリティ諸規程、法令・ガイドライン・規
格などに基づいて、適切に対処する。 
8. 部門又は組織全体における情報セキュリティに関する意見・問題点について担当部署に提起する。 
期待する技術水準 
情報システムの利用部門において情報セキュリティが確保された状況を実現し、維持・改善するために、次の知識・実践能力が
要求される。 
1. 部門の情報セキュリティマネジメントの一部を独力で遂行できる。 
2. 情報セキュリティインシデントの発生又はそのおそれがあるときに、情報セキュリティリーダとして適切に対処できる。 
3. 情報技術全般に関する基本的な用語・内容を理解できる。 
4. 情報セキュリティ技術や情報セキュリティ諸規程に関する基本的な知識をもち、情報セキュリティ機関、他の企業などか
ら動向や事例を収集し、部門の環境への適用の必要性を評価できる。 
ITパスポート試験(IP) 
対象者像 
職業人が共通に備えておくべき情報技術に関する基礎的な知識をもち、情報技術に携わる業務に就くか、担当業務に対して情報
技術を活用していこうとする者 
役割と業務 
職業人として備えておくべき、情報技術に関する共通的な基礎知識を習得した者であり、担当する業務に対して情報技術を活用
し、次の活動を行う。 
1. 利用する情報機器及びシステムを把握し、活用する。 
2. 担当業務を理解し、その業務における問題の把握及び必要な解決を図る。 
3. 安全に情報の収集や活用を行う。 
4. 上位者の指導の下、業務の分析やシステム化の支援を行う。 
期待する技術水準 
職業人として、情報機器及びシステムの把握や、担当業務の遂行及びシステム化を推進するために、次の基礎的な知識が要求さ
168 
れる。 
1. 利用する情報機器及びシステムを把握するために、コンピュータシステムやネットワークに関する知識をもち、オフィス
ツールを活用できる。 
2. 担当業務を理解するために、企業活動や関連業務の知識をもつ。また、担当業務の問題把握及び必要な解決を図るために、
システム的な考え方や論理的な思考力をもち、かつ、問題分析及び問題解決手法に関する知識をもつ。 
3. 安全に情報を活用するために、関連法規や情報セキュリティに関する各種規定に従って活動できる。 
4. 業務の分析やシステム化の支援を行うために、情報システムの開発及び運用に関する知識をもつ。 
出所：情報処理推進機構ウェブサイトより筆者作成 
